


































































































全 国 平 均 77.5% 22.5% 
富 山 県 90.1 9.9 
石 Jl 県 86.7 13.1 
京 都 府 51.3 48.7 
東 京 都 58.6 41.4 
大 阪 府 58.4 41.6 











































一＼一一一一｜ 学 校 中 Aづ＂＇ー 校
千円 千円
全 国 平 均 198.2 219.7 
宮 山 県 195.7 215.9 
東 京 都 249.0 283.3 
大 阪 府 209.3 265.1 




































































1956 6, 196 199 16,362 313 16.0 
千世帯 千人 % 
1960 5,571 179 13,355 255 12.9 611 93 1,628 121 17.4 
1965 3,537 114 7,287 139 7.1 644 98 1,599 119 16.3 
1970 3, 117 100 5,236 100 5.1 658 100 l,344 100 13.0 















































100/0 。／ 31. 7 7.2 48.5 12.6 
1974 100 30.9 6.4 52.7 10.0 
平全均国
1970 100 31.4 10.3 35.9 22.4 





世帯主が働いている世帯 が世帯働員｜｜ 働いて数｜ いいる者
総数｜常用｜日雇｜内職｜その他 ているがし、ない
100 I 81.0 























82 I 100 ，ー - "19. 780 
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ト二 富山県 全国医療｜生活｜住宅｜教育｜その他 医療｜生活｜住宅｜教育｜その他
年
1959 16.9 47.3 17.8 18.0 14.0 47.6 21.5 16.9 
1963 18.0 48.8 18.0 15.2 15.8 46.9 21.9 15.4 
1969 29.4 45.6 15.5 9.2 0.3 24.3 41.8 23.3 10.1 8.1 
1973 35.2 43.6 14.2 6.9 0.1 27.1 40.6 23.7 0.5 0.5 
2-9表 扶助別保護費の比率
｜て 富山県 全国医療｜教育｜住宅｜生活｜その他 医療｜教育｜住宅｜生活｜その他
年
1965 67.5 10.4 26.4 
1967 68.2 2.0 1.6 26.4 1.8 55.4 2.4 4.2 36.7 1.3 
1969 71.5 1.3 1.4 24.0 1.8 57.8 1.9 4.2 34.9 1.2 
1973 71.6 0.9 1.3 23.8 2.4 一
2-10表 扶助別1人あたり保護費
「＼｜総 額｜生 活｜住 育｜医 療
年 円 円 円 円 円
1956 2,114 699 79 354 5,139 
1960 3,329 l,026 128 436 7,008 
1965 7,875 2,508 543 905 13, 807 
1970 20,774 6,148 l, 126 l,568 30,116 














扶助の比率が高い。 扶助別人員では、 59年で全国平均が14%であるのに対し、富山県は16.9潟、 73
2-11表 医療機関種別，保険医療機関と生活保護法指定医療機関の割合年次推移〈全国，毎年末現在〉（%〕
病 院
精神病院 結核療養所 伝染病院 で般病院 総 数
一般診療所 歯科診療所
保険｜生保 保機険医療関｜｜生医療保指機定関 保険｜生保 保険｜生保
1960 99.2 97.6 98.8 88.l 12.1 5.2 98.4 92.0 97.5 91.1 95.7 74.0 98.9 67.6 
1961 99.3 97.8 98.9 88.2 15.l 9.4 98.6 92.1 97.8 91.3 95.7 69.1 99.0 66.4 
1962 99.5 97.4 99.0 88.4 17.3 13.5 98.8 92.0 98.0 91.4 96.1 71.6 99.1 65.5 
1963 98.6 97.1 98.1 89.9 15.4 7.7 98.5 92.8 97.6 92.2 95.5 72.7 99.2 67.5 
1964 99.1 98.2 98.4 90.4 10.4 8.3 98.5 93.2 97.7 92.7 95.5 72.2 99.0 66.4 
1965 99.2 97.7 97.6 90.3 10.9 10.9 98.5 92.8 97.7 92.4 95.3 71.5 99.0 65.2 
1966 99.5 98.0 98.6 90.5 12.2 7.3 98.7 92.8 98.1 92.5 95.1 70.0 99.0 63.4 
1967 99.4 97.1 97.2 89.6 10.3 7.7 98.7 92.2 98.1 92.0 95.3 69.5 99.0 61.9 
1968 99.4 97.1 98.6 92.7 8.1 5.4 98.8 92.3 98.3 92.3 90.l - 96.7 
1969 99.1 97.0 97.9 93.0 13.9 11.1 99.0 92.4 98.4 92.4 95.0 69.2 98.8 59.l 























年 円 % 円 % 
1953 13 8,000 11.1 2,591 48.1 
1957 14 8,850 10.6 2,878 39.7 
1959 15 9,346 5.6 3, 116 39.1 
1960 16 9,621 2.9 3,437 38.0 
(*8,914) 
1961 17 10,344 16.0 4,275 41.5 
1962 18 12,213 18.0 4,984 44.5 
1963 19 14,289 17.0 5,883 44.3 
1964 20 16, 147 13.0 6,528 47.1 
1965 21 18,084 12.0 7,351 50.2 
1966 22 20,662 13.5 8,277 51. 7 
1967 お 23,451 13.5 9,360 52.0 
1968 24 26,500 13.0 10,202 52.7 
1969 25 29,945 13.0 11,487 52.9 
1970 26 34, 137 14.0 12,648 51.3 
1971 27 38,916 14.0 14,355 53.2 
1972 28 44,364 14.0 15,935 54.2 
1973 29 14.0 19, 716 57.9 
1973.4 29 50,575 14.0 
10 52,796 *5.0 
1974.4 30 60,690 20.0 
6 63,725 *6.0 
10 65,295 *3.2 
1975.4 31 74,952 23.5 
9 76,042 *1.4 
〔注〉＊印は年度当初（各年4月〉にたいする改定率
でしかなかった。 同年の生活保護基準による最低生活保障の具体例をみると、標準4人世帯1ヶ月
保護費は76,730円（ 1級地）であり、 老人1人世帯では26,210円（ 1級地〉、 老人2人世帯では








































＼ 富山県 全 国総支口 I65:fu上IB / A I 6o:f u上lC/A B/AJC/A 
年 千人 千人 % 千人 % % % 
1945 1,008 53 5.3 81 8.1 4.9 7.7 
1965 l,025 69 6.8 109 10.7 5.3 9.7 
1970 l,029 83 8.1 128 12.5 7.1 10.7 

















ト」総 富 山 県数｜ 男 女 総数
月間 % % % % 
5千円未満 28.9 12.3 55.8 24.5 
5千円～1万円 15.4 11.5 21.8 13.9 
1万円～2万円 14.7 16.7 11.5 15.9 
2万円～3万円 15.6 22.3 4.9 14.1 
3万円以上 25.4 37.2 6.0 30.4 
言十 100.0 100.0 
こうした老人の就労・収入状況に対して、年金の増額、 仕事の斡旋、医療費の全額公費負担とそ
の対象拡大等は、さしあたっての当面する不可欠の課題であろう。 さしずめ老人福祉年金を65才か














富 山 県 全 国
65才以上｜受診人員Bl受診率A人口 A B 臼才以上｜受診人員Bl受診率A人口 A B 
年 人 人 % 千人 千人 % 
1969 76,000 24,574 32.3 6, 181 1,315 21.2 
1970 83,206 25,380 30.5 7,355 1,503 20.4 
1971 85,628 28,327 33.0 7,355 l,596 21.6 
1972 89,828 30,078 33.4 7,891 l, 752 22.2 
1873 91, 757 31, 557 34.4 
3-4表 老人健康診査（精密診査）の状況
富 山 県 全 国 備 考
対象人員Al受診人員Bl受診率合対象人員Aト受診人員Bl受診率会
年 人 人 % 千人 千人 % 
1969 4,723 8,361 81. 7 474 387 81.6 1973年
1970 8, 157 4,973 60.9 577 508 88.0 65～69才
1971 7,636 7,471 97.7 664 597 89.9 人口のみ
1972 9, 717 8,801 90.5 701 605 86.3 








富山県における社会福祉の現状と課題 - 87 ~ 
3-5表 男女年令別の健康状態（1969年〉
-------1健 弱｜床につききり
総 数 59.8 % 38.0 克 2.2 % 
男 63.9 34.2 1.9 
女 56.2 41.4 2.4 
60～ 64才 67.9 31.5 0.6 
65～ 69才 59.6 39.3 1.1 
70～ 74才 53.9 43.5 2.6 
75～ 79才 49.5 46.2 4.3 












% % % % % % 
60～ 64才 33.9 29.7 1.0 8.9 3.4 23.1 
65～ 69才 37.4 24.7 2.2 6.3 3.6 25.8 
70～ 74才 29.5 22.6 9.4 7.2 5.0 35.8 
75～ 79才 29.2 19.8 18.1 7.1 4.0 21.8 
80才以上 27.9 12.1 35.0 4.3 3.6 17.1 






















自分でできる 37.7 % 
食 副食など細かくすれば自分で、で
きる 15.1 
事 幼児程度の介助要する 18.4 
全介助 28.8 
総 数 100.0 
封ド 昼夜とも自分で便所に行ける 24.9 % 
自分でできるが夜は便器を使う 32.2 
夜はおむつを使む 7.23 
使 常時おむつを使う 4.7 
総 数 100.0 
入 自分でできる 11.5 % 
幼児程度の介助を要する 19.2 
入浴できるが全部介助を要する 32.8 
浴 清拭してもらう 36.5 
総、 数 100.。
3-9表ねたきりの原因 (1969年〉
疾 病 比 率
目以 卒 中 28.1 
老 衰 22.3 
リュウマチ・
神 経 痛 17.6 
高血圧病 16.1 
事故骨折 3.8 
限 疾 d患 3.5 
心臓疾患 3.5 
そ の 他 5.1 
総 数 100.0 
富山県における社会福祉の現状と課題 - 89ー
3-10表 年令別ねたきり期間の状況（1969年〉
｜ 1年未満｜ 1～2年 I2～3年｜ 3～4年｜ 4年以上
% % % % % 
総 数 20.1 21.2~ 15.8 10.7 32.2 
60～ 64才 17.5 15.7 15.3 10.0 41.5 
65～ 69才 17.6 20.3 14.9 9.8 37.4 
70～ 74才 16.1 19.6 14.4 11.4 38.5 
75～ 79才 22.9 23. l 16.0 11.6 26.4 





























費用が 診せるの 診仕せ方がてなも総 数 がし、やだ その他
かさむ 力、 ら いから
% % % % % 
診てもらっている 76.8 10.0 6.1 52.0 
診てもらっていない 23.2 11.2 44.4 31.9 
月悩 卒 中 15.3 10.6 8.1 53. 7 44.4 
リウマチ・神経痛 29.4 18.8 4.2 45.8 27.6 
高 血 圧 病 16.3 9.1 9.1 54.5 31.2 
t心 臓 疾 ，患 14.7 60.0 27.3 
限 疾 d患 20.0 33.3 66.7 40.0 
ぜ ん そ く 30.0 
結 核 7.7 100.0 
力、 ン 7.7 100.。
事 故，骨 折 30.0 11.1 11.1 55.6 22.2 
老 家 40.2 24.4 58.5 39.1 
そ の 他 15.7 10.0 5.0 40.0 45.0 
3-12表 老人医療費の支給状況
国 告lj 度 県 単 制j 度 言十
吋件数Iti§~ Ii担塁受吋数It担詰 1~担塁 受給者｜件数IIm~ l~I~~＼ l 
人 件 千円 千円 人 件 千円 千円 人 件 千円 千円 % 
1971年 -20,219 42,803 106,933 34,192 20,219 42,803 106,933 34, 192 63.0 
1972 45, 159 63, 563 162,023 26,997 1,655 156,977 476,554 197,486 46,814 220,540 638,577 224,483 76.4 














告リ 度 給 付 対 策 者 所 得 制 限 自己負担
年月日 年 車合 付 要 件 有無｜ 内 行乍』ゴ・ の有無





のもの。 本 人 350千円
県 単 3. 生活保護者を除く。 扶養親族5人 1,800千円
1972. 4.1 75才以上 同 上 有 同 上
ーー 司ー司－－－－，ー..騎..ーーー －ー．明・ーーー司ーーー ・ー四ー・圃骨開伺...値岨 .圃園開ー・・圃圃圃桶’ー・a幽園開降伺ー..伺『F司－・’ー・R胴四四ー..喝・－－・，ー．ー・－－明Fa’”・・．．．開－－－－値圃”・．．．幽・．．．．ーー ・ー・ー．骨凶ー・凶圃圃圃’ー ・ーa岨・－－・砂岨副’・司ー，・..胃R，，ー，・－F，司F圃骨骨骨司陣ー
な し
1. 身体障害者手帳保持者
県 単 65才～74才 2. 精神薄弱者 有 本 人 380千円 無料化
3. 3ヶ月以上のねたきり 扶養親族5人 2,500千円
1973. 1.1 1. 国保の被保険者 老人福祉法施行令で定め
国 70才以上 2. 社保の被扶養老 有 る所得制限基準額以下 , 
ーー・．晶・－－－－ーーーーーーー ．ー 唱a’ーーー・ M・聞倖ーーーーーーーーーーーーー・・－－ a・司・ー 回ー開回目ー－・－，ーーー －ー－，何回ー・ー 圃ー胃F同旬E司圃．，，ー・ーーー圃．．開閉’－－－－－F閑－－－－旬開 凶ーー伺・ー』F・..司
扶本養親族人 ・30千千円県単 65才～69才 1972.4.1の65～74才と同じ 有 5人 2.500
1973. 4.1 70才以上 同 上 有 向上国 －ー．”・ー 唱ー開園・ー・ M伺開帽陣－－－値E曲ー－－ ーー－ー・ーーー ・ー・・圃畠..・・－－－－－－－胃司・・..，”ー－－－伺骨骨ー，句．骨骨F’ーーー，．．．博明回世・F” 司－－－－回・・・・ー司・－－－－－・ー 岨ー..』圃圃園開M圃幽・a圃刷・－・ F・F F司・－開回開閉ーー
国制度の所得制限をこえるもの
70才以上 1. 身体障害者手帳保持者 " 県 単 2. 精神薄弱者 無 所得制限徹廃65才～69才
3. 3ヶ月以上のねたきり
1973. 7.1 70才以上 向 上 有 扶本養親族人5人－~J~千千円国 ーー ．ー岨回開・・・ーーー－－－－－司ー－ー ・ー開園 －ーー－－－－－－－－崎，，，，w・明開『－－－－－開明ー ・ー由回・司ー司－－－－静岡司ーーー．．司伺剖ー自由圃晶－－－－晶
70才以上 同 上
65才～69才 同 上 ， 
県 単 60才～64才 1. 身体障害者手帳l～2級の者 無 同 上
2. IQ 35以下の精神薄弱者
1973. 10.1 70才以上 同 上
国民年金1～2級程度の廃失の状 有 向 上
国 65才～69才 態の者
ーー－ー司自国ー明開田－－司E園時a『－・『 ーー白骨・F『鴨・－－－－－－，司副働．”・．，伺値 ’・ー・停・－－－幽幽圃岨－－－』畠..『陣骨四司E自M圃－－’－－』邑岨－－－－－闘－－－－・－－－－－－－－－『F・－－－－ ”－－，，司，－－－・ー． －ー－－－－曹司司E，，，暢聞．．．明．明圃咽M・F唱F・・・・・ー，w開閉’司司p’圃崎司．，胃幽』・・F ， 
70才以上
県 単 65才～69才 同 上 無 同 上
60才～64才
1974. 5.4 1. 身体障害者手帳1～2級の者
2. 療育手帳の「A」の者・鑑










3-14表 男女別，同別居 J!J，要望状況 (1969年〉
i；霊
養ホ 年 仕 老談 老人向慰の 医公 そ な
金 事 人所護ム の き安建
療費
"' の 問の の
老の あ の施 費負
入 増 ぜて〉 題設 娯
ゃく 人所 額 旋 相置 楽設設 の担 他 し、
総 数 3.2% 0.9% 42.5% 2.2% 4.5% 35.9% 49.4% 6.3% 15.9% 
男 3.7 1.1 45.5 2.7 5.9 36.6 50.2 6.4 13.9 
女 2.8 0.8 39.9 1.8 3.4 35.4 48.8 6.2 17.6 
60才～64才 2.9 1.1 39.9 3.4 3.6 35.9 52.5 6.9 15.5 
65才～69才 3、5 1.1 37.4 2.2 5.6 38.4 48.1 5.6 16.7 
70才～74才 3.8 0.7 45.1 1.6 5.5 33.3 46.8 7.3 16.2 
75才～79才 1.5 0.6 53.8 0.3 4.0 36.1 50.8 5.5 16.2 
80才以上 3.8 0.4 51.5 1.3 3.0 32.3 46.4 5.1 12.8 
同 居 3.2 0.9 43.0 2.1 4.3 36.7 49.0 6.4 22.2 している
J!J 居 2.3 1.5 40.8 1.4 6.9 29.8 54.2 7.3 16.4 している







富 山 市 3人 13人 22人
高 岡 市 2 8 9 
新 湊 市 1 2 3 
魚 津 市 2 4 
氷 見 市 8 4 
滑 Jl 市 1 3 4 
里 部 市 2 3 
砺 波 市 2 3 
小矢部市 2 3 4 
大沢野町 1 2 
大 山 町 1 2 
舟 橋 キす
上 市 町 2 3 
立 山 町 1 2 4 
宇奈月町 1 1 1 
入 善 町 1 1 
朝 日 町 1 1 
八 尾 町 2 2 




杉 町 1 2 
大 「ゴ 町 1 2 
下 中ず 1 (1
大 島 町 1 1 
城 端 町 1 2 
平 キナ 1 
上 平 村 1 1 
利 賀 村 7(7) 1 
庄 JI! 町 1 1 2 
井 波 町 1 1 2 
井 ロ 村 1 
福 野 町 2 3 
福 光 町 1 3 
福 同 町 1 2 






















老人福祉施設の種類としては、 1養護老人ホーム、 2.特別養護老人ホーム、 3.軽費老人ホーム、










〉＼｜ 施 設 名 ｜経営主体｜ 所 在 地 ｜定員｜設立年
養 県立流杉老人ホー ム 富 山 県 富，流杉210 150人 1963 
護老人 市 立 慈 光 園 宮 山 市 富，捲川15 150 1963 
市 立 長 生 寮 高 岡 市 高，若杉596 150 1963 
ホ 楽 寿 荘 一部事務組合 東，井波町井波2200 50 1966 
ム 言十 500 
特 県 立 長 生 寮 高 岡 市 高，若杉596 60人 1973 
別養護 県立流杉老人ホーム 富 山 県 富，流杉210 50 1969 
福 野 回IJ 立 福 寿 国 社会福祉法人 東，福野町松原678-1 55 1972 
老人ホI 清 風 荘 II 富，水橋畠等297 50 1974 
ム 計 215 
重 荘｜社会福祉法人｜富流杉177
計
富山県老人福祉センター 社会福祉法人 富，舟橋南町5ー 14 80人 1972 
老 滑川市老人福祉センタ一寿泉閣 財団法人 滑，上小泉442 190 1970 
人 小矢部老人福祉センタ一寿永荘 社会福祉法人 小，蓮沼9-2 100 1972 
福光町老人福祉センター福寿荘 ， 西，福光町綱掛570 120 1972 福 富山市老人福祉センター呉羽山福寿荘 富，安養坊 320 1974 ， 
祉 魚津市老人福祉センター百楽荘 ， 魚，上村木町615 295 1974 
セ 立山町老人福祉センター ， 中，立山町前沢 50 1974 
氷見市老人福祉センター ， 氷，鞍川1867 80 1973 、ノ
利賀村社会福祉センター ， 東，利賀村上百瀬 80 1974 
タ 平村老人福祉セ ンター 平 村 東，平村東中江 100 1974 















4分 1であり、県立の場合、国と県とで各々 2分 1づっ負担する。 この場合、他の福祉施設と同様
3-17表 養護老人ホームおよび特別養護老人ホームの費用徴収基準 (1975年〉
世 帯 階 層 区 分 I~ 皇賞E
A ｜生活保護法による被保護世帯（単給を含む〕 0円




C2 前年度分の市町村民税所得割課税世帯 1,500 
Di 4,800円以下 2,500 
D2 
A階層及びB階
4,801円－ 9,600円 3,000 
Da 層を除き前年分 9,601 - 16,800 3,500 
D4 の所得税課税世 16,801 - 24,000 4,200 
帯であって，そ
D5 の税額の年額区 24,001 - 32,400 4,900 
Ds 分が次の額であ 32,401 - 42,000 5,600 
る世帯
D1 42,001 - 92,400 7,800 一Ds 92,401 -120,000 9,500 
一D9 120,001 -156,000 12,000 
Dio 156,001 -198,000 15,000 一Dn 198,001 -287,500 20,000 
Di2 287,501 -397,000 25,000 








特養へ入所 2.9% 1.6% 
自宅で生活 94.8 97.2 
そ の 他 2.3 1.2 

















































































ドご 富 山 県 全 国実 数 ω｜指 数 IA/1000人 実 数制｜指 数 IB/1側人
年 人 人 人 人
1958 10,226 53 9.9 645,473 40 7.1 
1960 12, 144 63 11.8 891. 154 55 9.6 
1966 14, 743 77 14.4 1.289,502 80 13.2 
1970 19,262 100 18.7 1,620,362 100 15.6 






















































100 65 12,446 21 4,004 14 100 19,262 1970 
361 61 24 5,680 14 3,288 100 24,071 1973 
障害等級別身体障害者（児）数（（者〕は1973年（児〕は1974年〉
コょ＼ 総数 視覚障害 聴三仁き1覚 障号口五口害 肢体不自由 内部障害実数｜比率 実数｜比率 実数｜比率 実数｜比率 実数｜比率
人 % 人 % 人 % 人 % 人 % 
1 級 2,069 9 l,033 31 901 6 135 3/ 
身 2 ， 3,690 15 600 18 l,288 23 l,802 12 
体 3 ， 3,873 16 316 9 903 16 2,518 17 136 38 
障 4 ， 5, 112 21 325 10 l,068 19 3,629 25 90 25 
害 5 ， 4,943 21 384 12 51 1 4,508 31 
者 6 ， 4,384 18 630 19 2,370 41 l,384 9 
計 1付 lOC 
人 % 人 % 人 % 人 % 人 3〆。0; 
1 ， 205 19 27 35 171 24 7 
障立害児
2 ， 282 26 9 12 129 56 144 20 
3 ， 199 18 8 10 57 25 127 18 7 37 
4 ， 192 17 8 10 60 26 119 17 6 26 
r、
18 5 ， 118 11 15 19 5 2 98 14 
満才未 6 ， 90 8 11 14 32 14 47 7 
言十 100 





＼＼＼ 寸伴九ー・ 校 中 Aモ主Fd与 校 計
人 人 人
盲 Aづ，ー 校 10 13 23 





































後 天 性 先 天 性 不 明 計
（戦事傷故、 労疾災病そ、交の通他） （脳痔炎先伝伽染天性せ眼奇形疾き髄骨関僻節） 
実 数 実 数 ｜比率 実 数 ｜比率 実 数
人 % 人 % 人 % 人 % 
富山県 12,932 73 3,845 22 852 5 17,629 100 
千人 千人 千人 千人
全 国 1,090 83 113 9 111 8 1,314 100 
富山県における社会福祉の現状と課題 -101~ 
4-6表 県内特定疾患の実態
現 在 ，患 者 数 調査による把握数
疾 病 名
患者数｜ 患者数｜内死者男 女
ス モ ン 91 27 64 91 
J、4, チ ニ巳 ツ ト 161 79 82 161 
全身性エリテマトーデス 74 4 70 77 3 
重 症 筋 無 カ 症 22 7 15 25 3 
多 発 性 硬 イヒ 症 15 6 9 16 1 
再 生 不 良 性 貧 血 30 13 17 37 7 
サ ノレ コ イ ドー シ ス 20 4 16 
進行性筋ジス ト ロ フイ 23 9 14 25 ~ 
パーキンソ ン症候群 184 81 103 187 3 
慢 性 腎 不 全 176 102 74 180 4 
ネ ブ ロ ゼ 149 87 62 175 26 
尋常性及び類天沼癒 12 7 4 14 eι ' 
摩リ 症 日干 炎












総 数 入 院 入 院 外
費Ii担金｜雑居 費It担割雑居 費1担金！出塁
人 円 円 円人 円 円 円人 円 円 円
21 l, 890, 743 97,587 2, 149,014 12 1,602,364 77,537 1,745,923 9 288,379 20,050 403,091 
46 3, 832, 178 113, 634 4,478,287 40 3, 789, 791 107,961 4,442,593 6 42,387 5,673 35,694 
29 l, 7，的，781184,780 2,989,661 22 1,478,457 50,464 2,667.309 7 231,324 34,316 322,352 
34 6,698,262 155,144 ll,881,392 23 5,619,008 126,725 10,098,522 11 1, 079 '254 28,419 1, 782,87( 











分1969年 1970年 1971年 1972'.年 1973年
区 分
件数｜金 額｜査担金 件数｜金 額Ii担金 件数｜金 額｜｜本負担額人 件数｜金 額l古担金 件数｜金 額 Ii担金
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
478 4,542,920 607 6, 118,325 619,375 664 7,412,690 725,810 710 9,042,005 1,219,835 860 12,314,945 1, 140.235 
補聴器
修理 54 64,470 66 85, 145 39,105 75 106,250 38,350 81 114,030 55,300 112 267,050 91,090 
136 3,253,295 138 4,646,730 108, 190 132 4,387,230 130,700 173 6,047,575 324,475 151 7,202,750 186,900 
義肢
修理 110 730,577 103 645, 180 49,630 103 906,645 87, 125 111 1,030, 195 106,085 105 1.178,980 114,80( 
64 1, 006' 720 57 1,033, 780 49,870 77 1, 326, 980 47,450 67 1,343,410 87,500 75 l,874,370 68,960 
装具
修理 14 74,875 12 62,620 8,900 12 73,840 10,450 20 136,130 19,965 22 112,530 12,95( 
44 1,778,250 44 2,001,240 27,670 71 3,137,110 58,650 101 4,829,845 92,025 92 4,794,600 125,95( 
修理 7 36,615 9 51,440 3,650 5 22,620 8,000 11 101, 140 8,400 24 164,095 11,375 
118 213,945 142 409,930 46,940 160 444,295 69,735 270 631,850 125,050 235 889,390 130,00C 
その他
修理 3 1,320 2 2,570 6 3,760 750 4 3,440 600 11 19,415 2,475 
840 10, 777, 130 988 14,210,005 852,045 l,104 16,708,305 1,032,345 1,321 21,894,685 l,848,885 l,413 27,076,055 l,952,045 
188 907,857 192 846,955 101,285 201 1, 113, 115 144,675 227 l,384,935 190,350 274 1, 742,070 232,69( 
総計
計比 1,028 11.648,987 1,180 15,056,960 953,330 1,305 17,821,420 l, 177,020 1,548 23,279,620 2,039,235 l,687 28,818, 125 2,184,735 
率 100 100 6,3 100 6.6 100 8.8 100 7.6 
1969年度を100
























総 数 就業者 不就業者
身 障 般
人 % % 
富山県 17,632 9,296 8,336 52.7 
千人 千人 千人


















































軽 度 中 度 重 度 総 数
数｜比率 数｜比率 数｜比率 数｜比率
比率
実 実 実 実
人 % 人 % 人 % 人 % % 
18才未満 2,227 74 418 14 348 12 2,993 100 64 
18才以上 626 36 648 38 443 26 l, 717 100 3€ 
l口>. 計 2,853 60 1,066 23 791 17 4,710 100 100 
富山県における社会樹止の現状と課題 ー 105~
4-11表 精神薄弱者（児〉障害原因別の構成（1971牛〉
原 先 天 性 後 天 性 不 メ口斗
因 遺伝性｜詰内壁｜器内宮 I~天思｜号室｜小計 新期生生児｜｜期乳 児性｜期幼 悶性｜｜小 計 明 言十
構成
% % % % % % % % % % % % 
8.5 2.3 2.1 26.5 9.9 49.3 7.4 12.2 13.0 32.6 18.1 100,0 
比
4-12表 不就学児の年令別・理由別状況
就 員てf. 免 除 者 就 寸A主ゐ一 猶 予 者
年令別 理 由 別 年令別 理 由 5Jlj 総
6 12 精 肢体 虚 そ 6 12 精 肢体 虚 そ
神 § 神 ~ 、不 f「 の 不 の




才 才 § 他 才 才 § 他
1960年 189 123 66 92 47 21 29 128 121 7 41 24 43 20 31'i 
1965 132 83 49 67 42 18 5 101 86 15 37 24 34 6 233 
1970 121 89 22 45 43 19 14 72 71 1 31 14 19 8 193 
1971 130 95 35 63 41 19 7 70 64 6 42 10 11 7 200 
1972 97 69 28 58 27 6 6 74 65 9 44 19 7 4 171 

























w (B) B/A 1 9 6 9年 1 9 7 4年
人 人 人
東 尽 都 2,014 1,201 59.6 
京 都 府 324 109 33.6 
大 阪 府 844 400 47.4 
w (B) B/A 1 9 7 0年 1 9 7 3年





対 象 所得制限 備 考
カミ ら
円 円2児0歳以下、在宅の重症心身障害特別児童扶養手当 1級 国 11, 310 18,000 有
， 2級 国 。12,000 20歳以下 有 新設
特別福祉 手当 国 3,000 0重度心身障害をもっ特別障害者 有 静軍基古7福 祉 手 当 国 。 4,000 級重度者〕心身障害児者（いずれも 1 有
障害福祉年金一級 国 11, 300 18,000 国民年金法の障害1級20歳以上 有
// 二級 国 7,500 12,000 ， 2級 // 有
重症心身障害者（児〉手当東京都20,000 20,000 事管制て偶介護を 無
心身障害者福祉手当東京都 5,000 5,000 、身障1-2級精薄重 有
障害児手当（児童手当〉 東京都 5,000 5,000 20歳以下 ， 有
道府県指定都市単独手当親書指 2,000～ 3,000 20歳未満・ 18歳以上、成人等年
無（カど諸、附J島苅有まがとん数） 
市町村単独手当市区町村 3,000 5,000 齢・給付内容多様
































































肢体不自由者更生施設 県 身体障害者更生指導所 60人 1965年
身 失明者更生施設 一 なし 一
体 ろうあ者更生施設 一 なし
障 内部障害者更生施設 県 内部障害者更生指導所 30 1955 
害 身体障害者療護施設 なし 一
者 重度身体障害者更生援護施設 財団法人 志貴野授産所 50 1968 
更
生 身体障害者授産施設 社福法人 マー シ園 80 1973 
援 重度身体障害者授産施設 一 なし 一
護 身体障害者福祉工場 一 なし 一
施 補装具製作施設 一 なし 一
設 点 字 図 書 館 社福法人 視覚障害者福祉センター 一 1972 
点 十~ 出 版施 設 一 なし 一
4-17表 身障者更生援護施設の定員と現員の状況
身障者更生指導所 内障者更生指導所 シ 園
定員現員 定員現員 定員現員定 員 現 員
人 人 人 人 人 人 人 人
1966年 60 29 50 5 一 70 68 
1969 60 28 30 17 50 34 90 70 























設立すべき精同施設｜経営主体｜施設 の 名称｜定 員｜現 員｜設立年
人 人
県 新 生 園 100 86 196~年
精薄者更生施設 社福法人 セ ナ 苑 170 155 1966 
。 野 積 閤 60 59 1972 
， ， （通所〉 一 な し 一
グ授産施設 （収容） 社福法人 セ 一 ナ 苑 50 50 1969 




恵光学園 社福法人 30 30 1973年
野草学園 氷見市 30 15 1972 
あじさい学園 高岡市 30 20 1974 
わらび学園 社福法人 30 17 
設 つくし学園 黒津市 30 20 
富児収華
黒部学園 県 130 118 1957 
セーナー苑 社福法人 50 45 1962 
砺波学園 県 50 45 1972 









































施 設 種 類 施 設 名 称 定員
震導喜｜薙需｜票養器｜医 師｜私語｜計
人
肢体不自由者更生施設 身体障害者更生指導所 60 6 1 2 (1) 7 lE 
内部障害者更生施設 内部障害者更生指導所 30 2 1 1 (1) 3 7 
身体障害者授産施設 志貴野授産所 50 （指）－ 4 3 (1) (3~ i2 
重度身体障害者授産施設 マー シ 薗 80（寮（指母）ー ~ （保）ー 2 4 (1) 4 22 
新 生 国 100 23 （開栄）ー5 i宇都 3'i -1 精神薄弱者更生施設 野 積 調 60 11 1 （調）ー 3 19 
セ ナ 苑 170 54 7 4 
精神薄弱者授産施設 セ ナ 苑 50 15 1 3 (1) 2 12~ 
セ ナ 苑 120 28 1 4 (1) 2 
精神薄弱児施設 里 部 学 園 130 66 2 
！舎E内神話科Il 6 82 砺 波 ：品子 園 50 24 1 6 37 
野 の 草学園 30 4 （兼）『 3 (1) 富 10 『1あじさい学園 30 7 （栄）『 1 (1) 『1 10 -1 
精神薄弱児通園施設 わ ら び学園 30 4 （調）『 2 (1) （剰『2 10 
恵 光 品寸んー 園 30 7 （兼）『 3 (1) （運事） 『ー .~ 13 
ペコ く し 学園 30 4 1 (1) 4 10 
高 宏、 戸三担「与 国 100 18 32 ;i 3 14 73 
肢体不自由施設 (2) 
こまどり学園 50 4 18 (3) 4 2'i 














施ー 設 整 備
国 県 市施設県市国県市
精薄者施設 。。8 2 2 2 1 1 
10 10 10 4 4 4 
身障者施設 。。」 8 2 2 2 1 1 10 10 10 4 4 - 4 









前（年均度等分割のの市み課町税村〉民税所得割非課税世帯 I，叙）（） 600 
ドー・ー・刷申
c2 前年度分の市町村民税所得割課税世帯 1,500 750 




4,801円から 9,600円まで 3,000 1,500 
ns あってその税額の 9,601円から 16,800円まで 3,500 1, 750 
トー－・E・－ 年額区分が次の額D4 16,801円から 24,000円まで 4，却O 2,100 
トー園間・・田・ である世帯
D5 24,001円から 32,400円まで 4,900 2,450 
』ー一ー”一
ns 32,401円から 42,000円まで 5,600 2,800 
トーー一一一
D7 42,001円から 92,400円まで 7,800 3,900 
トー”ー・ー幽ー・
ns 92,401円から 120,000円まで 9,500 4,750 一D9 120,001円から 156,000円まで 12,000 6，α）（ 一DlO 156,001円から 198,000円まで 15,000 7，印O一Dll 198,001円から 287,500円まで 20,000 10，αm 
t-・E・E・－


























































































































































































一ー時一一期一一一一一一一原一一因一_I時7円 死｜交通事故！その他のl離 棄｜行方不明｜廃 症！その他｜ 計死 事故死
60 1 16 23 1 3 8 112 
1954年以前 (54.1~ Co.gf° (14.4f° (20.／〕; (0.9~ Cl. sS° (7.2〕% (100.0〕% 30 
発 316 29 89 147 17 (4.5〕 8 28 664 1955年～1959年
(47.6) (4.4〕 (13.4〕 (22.1〕 (2.3) 50 (1.2) (4.2) (100.0) 
生 646 124 154 239 35 (3.8) 25 56 1,329 1960年～1964年
(48.6〕 (9.3) (11. 6) (18.0) (2.6〕 57 (1.9) (4.2) (100.0) 
原 l,086 169 252 358 43 (2.7) 48 72 2,085 1965年～1969年
(52.1) (8.1〕 (12.1) (17.2〕 (2.1) 18 (2.3) (3.4) (100.0〕
因 286 52 54 92 16 (3.2〕 9 31 558 1970年
(51.2〕 (9.3〕 (9.7〕 (16.5〕 (2.9) 14 (1.6) (5.6〕(1凹.o〕
思リ 279 43 58 78 14 (2.7〕 4 23 513 1971年
構
(54.4) (8.4) (11.3〕 (15.2) (2.7) (0.8) (4.5) (100.0〕
1972年 150 19 23 43 3 1 10 249 
成
(60.3) (7.6) (9.2) (17.3) (1.2〕 (0.4) (4.0〕(100.0) 
2,823 437 646 980 129 169 98 228 5,510 
言十 (51.2) (7.9〕 (11. 7) 〔17‘8〕 〔2.4) (3.1) (1.8〕 (4.1) (100.0) 
% % % % % % % % 
1954年以前 2.1 0.2 2.5 2.3 o.s 
% 
3.0 3.5 2.0 
時 1955年～1959年 11.2 6.6 13.8 15.0 13.2 17.8 8.2 12.3 12.1 
期 1960年～1964年 22.9 28.4 23.8 24.4 27.1 29.6 25.5 24.5 24.I 
日I] 1965年～1969年 33.5 38.7 39.0 36.5 33.3 33.7 49.0 31.6 37.9 
1970年 10.1 11.9 8.3 9.4 12.4 10.6 9.2 13.6 10.1 
構 1971年 9.9 9.8 9.0 s.o 10.9 8.3 4.1 10.1 9.3 
成 1972年 5.3 4.4 3.6 4.4 2.3 1.0 4.4 4.5 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1伺 .o 100.0 
ト・日雇・内職等のきわめて不安定な職種である。 また無職の世帯も 7%前後存在するが，その中





総 数 自 ρ凸ミ4 戸吊出 パート 日 職 無 職勤タイム
人 人 人 人 人 人 人
7,352 3,303 2,673 95 453 276 552 
1967年
C1oof° (44. 95° (36.35° ci.sf° (6.2f° (3.sf° (7.5f° 
1972 5,510 1,848 2,883 173 239 36 
〔100) (33.5) (52.3〕 (3.2〕 (4.3) 7(6.7) 
こうした不安定な職業と生活の中で， 母子世帯を支える収入状況はどのようなものかをみたの






富山県 (1972年〉 ＼ ＼ 全国（1973年〉
数｜比率 比率
世帯 % % 
～60万円未満 3,616 65.6 ～60万円未満 63.5 
60～105万円 1,398 25.4 60～100万円 23.2 
105～145 II 338 6.1 100～150グ 7.3 
145～160 II 59 1.1 150～200 II 1.9 
160万円以上 99 1.8 200万円以上 4.1 













数 世帯 553 173 189 592 445 1,511 970 126 5,553 994 
率 % 10.0 3.1 3.4 10.7 8.1 27.4 17.6 2.3 100 18.0 
5-5表 母親の年令別構成 （〉は比率








児童数 563 432 
% 
比 率 6.4 5.0 
l, 763 3,307 l,919 
(24.0) (45.0) (26.1) 
l,842 2,481 823 
(33.4) (45.0) (15.0) 
母子世帯児童の状況（1967年〕
小学校 中学校 高校 就職
2, 143 1, 703 1976 1,406 



























そこで母子家庭の児童の状況を 5ー 6表によりみると， 就学前11.4%，小・中学校では29.5%‘




















1969年 3, 146 1,999 5,145 
1970 3,331 2,119 5,450 
1971 2,095 1,835 3,930 
1972 3,434 2,478 5,912 
1973 4,034 3,692 7,726 
富山県における社会福祉の現状と課題 -121-
5-8表 母子福祉貸付金および寡婦福祉貸付金一覧表（1975年7月現在〕
｜貸付対象 貸付金の限度額 据 置 期 間 償（据置還期間経期過後間〉 矛日 率
事業開始資金母子家福庭祉の母母子 団体個団体人
80万円






大局（校特学別月冶I額高6万，4仰専I，仰：月∞円0額円〉童修学資金 卒業後6カ月間 20年以内 無矛I 子
父童母のない児
（特別1万5,000円〉
技能習得資金母子家庭の母月額 6,000円知後識6技カ能月修間得期間満了 10年以内 年 3 % 




4万円貸付の日から 1年間 ， 年 3 % 




生活資金母子家庭の母月額 3万8,000円 得金資と金同若じしくは犠開：：：：：？年号内 ， 
住宅資金母子家庭の母 70万円貸付の日から6カ月間 6年以内 ， 
転宅資金母子家庭の母 3万円 ， 3年以内 ， 
父母のない児
修月学間後又は修業後6カ就学支度資金喜童子家庭の児 4万円 20年以内 無利子






｜ 母子福祉資金｜ 寡婦福祉資金｜ 母子家庭等結婚資金
件 千円 件 千円 件 千円
事業開始（継続資金〉 13 3,950 12 4,460 
修学資金（高校・大学〉 552 25,337 11 1,020 
住宅資金（増改築・補修〉 51 19,830 59 22,900 
そ の 他 31 876 4 320 25 2,500 









金~ 生別母子世帯 死別母 未婚母 廃症者 遺葉 その他 扶受特別養給児手者数童当離婚｜その他 計子世帯 子世帯 世帯 世帯 の世帯
人 人 人 人 人 人 人 人 人
1969年 437 106 166 67 148 205 73 1,202 119 
1970 451 88 173 56 126 202 76 1, 172 128 
1971 425 69 171 54 121 193 68 1, 101 139 
1972 531 54 177 63 123 228 64 1,240 193 
















年で，鉄筋4階建て， 30世帯収容のものであるが． 1階に周辺地域の児童を対象とした， はおか保
育園が併設されている。
母子寮の職員構成は寮長1人，係長・寮母各2人，嘱託医1人の構成であり， 入所世帯の構成で












て外出の門限，外泊3日以内限定 来訪者の午後8時退去規定等， 制限事項のみが多く， 「いやな
ら出ていって貰う」という態度が強い。私生活を尊重するという配慮が欠けている。 また母子の日




寮 の 状 況
施 設 名 ｜経営主体｜定 員｜認可年月日
清 和 寮 富 山 市 20人 1949 . 2. 1 
呉 羽 寮 ， 20 1956. 9.21 
高 岡 母 子 寮 高 岡 市 30 1969. 6. 1 
奈 呉 寮 新 湊 市 20 1954. 3. 5 
魚 津 母 子 寮 魚 津 市 20 1947. 12. 1 
本 江 ， ， 15 1958. 4. 1 
氷 見 II 氷 見 市 15 1951. 10. 1 
石 動 ， 小矢部市 15 1955. 6. 1 
入 善 ， 入 善 町 11 1947. 4. 1 
泊 ， 朝 日 町 12 1948. 7. 1 
八 尾 ， 八 尾 町 8 1972. 4. 1 
宇多 ， 杉 町 12 1959. 3.却
域 端 ， 城 端 町 15 1955. 7. 1 

















1960 1965 1970 1971 1972 1973 
実 全国 1,606,041人 1,823,697 1,932,849 2,000,973 2,038,682 2, 091. 983 
数 富山県 16, 126人 16,342 17,493 18,434 18,975 18,941 
生率ハ出人
全国 17.2% 18.6 18.8 19.2 19.3 19.4 
富山 15.6% 15.9 17.0 17.8 18. l 18.0 
口 石川 16.7% 17.8 18.0 18.9 19.5 19. 7 
工 福井 17.5% 17.9 16.3 16.9 17.6 18.0 上七、.；
5-13表 新生児・乳児・妊産婦等の母子保健状況
「＼新生児死亡率 乳児死亡率 妊産婦死亡率 死産 幼児死亡率 （以後降期千死8対霊タ月比） 早死期亡後千新率1対生週児（出生千対） （出生千対〉 （出生1万対） （出生千対〉 (10万対〉 （生間）富山県｜全国富山県｜全国富山県｜全国富山県｜全国富山県｜全国 富山県｜全国
1960年 一 一 一 一 一 80. l 100.4 一 一
1965 一 一 一 一 一 71.1 81.4 一
1969 10.6 9.1 14.7 14.2 6.5 5.8 61.0 68.1 160.3 109. l 12.5 16.2 8.1 6.8 
1970 11.3 8.7 15.7 13.1 4.6 5.2 61.0 65.3 120.5 108.5 14.3 15.1 9.4 6.6 
1971 9.1 8.2 13.3 12.4 4.9 4.5 54.2 61.4 129.l 98.7 12.7 14.1 7.4 6.3 
1972 9.2 7.8 12.9 11. 7 3.2 4.1 45.8 57.9 115.5 106.5 9.3 12.9 7.7 6.1 
1973 9.5 7.4 12.7 11.3 5.8 3.8 44.6 52.6 136.3 99.2 10.0 12.2 7.6 5.8 
5-14表 乳児死亡のうち新生児の占める割合
｜富 山 県｜全 国
% % 
195α竿 47.3 43.7 
1955 61.6 56.2 
1965 68.2 63.0 
1971 68.3 66.0 
1972 71. 7 66.6 










富 山 県 全 国
順位 死 因 ｜実数｜ 率 順位｜ 死 悶 ｜実数｜ 率
総 数 I 240 I肌 oI 総 数 ｜乱6871100.0
1 先 天 異 常 46 19.2 1 先 天 異 常 4,497 19.C 
2 出生時損傷 37 15.4 2 出生児損傷 3,770 16.C 
3 新生児異常 34 15.4 3 肺炎気管支炎 2,495 10.E 
4 母 体 障 害 19 7.9 4 詳細不明未熟児 2,077 8.f 
5 肺炎気管支炎 16 6. 7 5 その他新生児異常 1,71回 7.3 
6 詳細不明未熟児 16 6.7 6 不慮の事故 l,OSC 4.3 
7 新生児出血性疾炎 7 2.S 7 母体障害による異常 977 4.1 
8 不慮の事故 6 2.5 8 新生児出血性疾炎 827 3.E 
9 胃 腸 炎 5 2.1 9 胃 腸 炎 755 3.~ 
10 腸閉塞ヘルシア 5 2.1 10 'L' 疾 患 360 1.S 
5-16表 低体重児の出生率（出生100対〉
｜富 山 県｜全 国
% % 
196α年 9.7 s.6 
1965 9.3 一
1970 6.7 6.6 
1971 6.9 6.3 
1972 6.3 6.1 
1973 6.6 6.0 
〈低体重児・日出生児2,5009以下乳児〉
5-17表 保健所管内別にみた母子保健（県平均を100とした場合の指数）
乳児死亡率 新生児死亡率｜周産期死亡率 死 産 率 低体重児出生率
黒 部 81 88 57 73 78 93 87 96 82 91 
魚 津 97 121 102 117 121 108 111 108 93 94 
上 市 111 67 106 67 106 87 68 85 103 9~ 
富 山 93 99 95 97 90 96 97 90 100 lOC 
i¥ 尾 101 139 92 153 109 135 68 100 88 102 
杉 101 122 106 148 119 117 101 101 103 106 
高 岡 99 104 100 104 110 99 144 124 112 106 
氷 見 127 93 153 99 130 103 133 316 84 102 
福 野 113 80 117 65 92 84 70 84 103 103 





















































































市町村名 Ii 高｜去 高I!:Jaf皇； 設i口斗 置 数計
富 山 市 12カ所 107カ所 79カ所 198カ所
高 岡 市 7 10 106 123 
新 湊 市 一 15 25 40 
魚 津 市 1 15 40 56 
氷 見 市 2 60 62 
滑 Jl 市 1 25 26 
黒 部 市 一 1 18 19 
砺 波 市 2 8 10 
小矢部市 2 6 8 
大沢野町 3 81 84 
大 山 町 2 一 37 39 
上 市 町 1 3 11 15 
立 山 町 1 2 24 27 
i入 善 町 2 1 10 13 
朝 日 町 一 2 2 
八 尾 町 2 2 
婦 中 町 一 一 一
山 田 キず 一 一 2 2 
長田 入 キず 一 一 3 3 
宇多 町 1 10 15 26 
大 門 町 一 1 8 9 
下 村 1 一 4 5 
大 島 町 1 一 1 
城 端 町 1 1 4 6 
平 村 一 一 1 1 
上 平 村 1 一 1 
庄 Jl 町 5 5 
井 波 町 2 13 15 
井 口 キサ 一 一 一 一
福 野 町 1 一 6 7 
福 光 町 一
福 岡 町 一 一 19 19 











1968年 22 27 
1969 34 37 
1970 32 29 
1971 32 36 
1972 35 39 























卜＼ 保育所 季節保育所 へき地保育所施設数｜定 員｜保育率 開設数｜収容数 施設数｜定 員
人 % 人 人
1970'年 2おO 23,268 23.8 228 7,339 39 1,220 
1971 263 24,003 23.5 217 6,326 40 1,226 
1972 269 24,858 24.3 159 4,441 39 1, 177 
1973 279 26,135 25.6 156 3,955 36 1,072 
1974 283 27,148 26.5 96 2,415 39 1, 140 
6-4表 市町村別保育所充足率 (1974年〉
！保育所 Ifilt~IWIB 保育所 就学前児市町村名 (/¥) / (B) 
定員仏）童数（B) 定員 （／＼） 童数（B)
人 人 % 
富 山 市 4,915 29,050 16.9 婦 中 町 780 2,056 37.9 
高 岡 市 4,080 16,846 24.2 山 回 ネナ 60 154 39.0 
新 湊 市 1, 150 4,472 25.7 長田 入 町 120 228 52.6 
魚 津 市 1,425 5,172 27.6 杉 町 740 2, 190 33.8 
7.k 見 市 1,420 5,430 26.2 大 r~ 町 250 1,089 23.0 
滑 JI! 市 605 2,992 20.2 下 キナ 168 
黒 部 市 1,276 3,363 37.9 大 島 町 180 582 30.9 
砺 波 市 550 2,951 18.6 城 端 町 570 1,022 55.8 
小矢部市 1,080 3,192 33.S 平 ＋ナ 194 
大沢野町 650 1,806 36.0 上 平 村 60 90 66. 7 
大 山 回I 190 1,035 18.4 ;flj 賀 村 137 一
舟 橋 村 60 147 40.8 圧 JI I 町 360 705 51.1 
上 市 町 670 2,170 30.9 井 波 町 410 1,074 38.2 
立 山 町 707 2,374 29.8 井 口 キす 60 116 51. 7 
宇奈月町 340 678 50.1 福 野 町 600 1,357 44.2 
入 善 町 1, 140 2,525 45.1 福 光 町 995 2,066 48.2 
朝 日 町 835 1, 794 46.5 福 問 回I 210 1,031 20.4 








市町村名 筒所数 定 員 言生 置 数
人
氷見市 7 210 市町村名 春 秋
黒部市 1 30 富山市 2 2 
小矢部市 1 41 高岡市 2 2 
大沢野町 4 120 魚津市 3 3 
大山町 1 30 氷見市 4 2 
上市町 1 20 黒部市 1 1 
立山町 6 180 砺波市 3 3 
朝日町 1 6 入善町 19 19 
八尾町 4 143 朝日町 3 3 
平 村 4 80 八尾町 1 1 
利賀村 4 120 大門町 4 4 
庄川町 1 30 下 半、I 2 2 
井波町 1 30 井波町 1 1 
福野町 1 30 福野町 2 2 
福光町 2 70 福光町 1 1 















保母と保育児との配分については、保母1人に対し、 1才未満児は3人・ 3才未満児は6人・ 3才













設置主体び 建物の状況 保母 入所児童 保育時間
開及設年月塁育｜望理｜その他｜計 事資｜審判計 未3満才周1以4上才児｜ 乱ロi 昼の間み｜夜の間み｜昼間夜｜｜ 乱"I 
任意団体 作Z• nf nf nf 人人 人 人 人人時間 時間
1968.6 36.3 6.6 3.3 46.2 
。2 2 8 。8 9 - 一 9 
個人 23 10 63 96 。1 1 15 5 20 一 12 12 1964.4 
個人21.5 10 66 97.5 1 1 2 12 48 60 11 ー 一 11 1941.4 
個人 70 30 99 19.9 。3 3 。50 50 10 1C 1952.9 
個人 96 9 29.25 134.25 2 1 3 15 0 15 1953.5 



























8 - 一 8 











6-8表 事業所内集団保育施設実態調査表 (1974年2月現在〉 -133ー
設置主体 建物の状況 保 母 入所児童 保育 時 間
月保1人育平額料均施 設 名 所 在 地 及び
保育室｜調理室｜その他｜計 有資格l無資格｜計 未3満才児｜｜以3上才児｜ ョ討 昼の 間みI夜の 間ふI昼夜間｜I 計開設年月
企業 rl rl rl rl 人 人 人 人 人 人時間時間時間時間 2,52円5 中央病院保育室 富山市西長江220 1964.9 280.6 15.0 34.8 330.4 5 1 6 26 9 35 9.45 9.45 
山口ニット 富山市水橋開発1,212 ム人巳 業 50 一 20 70 。 2 2 9 3 12 8.45 8.45 1, 75( 1969.4 
西能病院 富山市五福1,125 企業 76.45 9.9 1.65 88 3 1 4 5 2 7 3,5α 1970.3 
谷野呉山病院 富山市北代5,200
斗A乙 業 66.8 9.9 3.3 80 1 2 3 7 3 10 8.30 8.30 4,50( 1971. 4 
日 清 紡 富山市堀15
f' Iニ 業 106.5 。 3 3 7 16 23 9.00 一 9.00 2,00( 1969.9 
吉沢油化 富山市一本木1,010 }' I：一 業 48.6 6.6 1.65 56.85 。 3 3 10 3 13 3,50( 1973.8 
労不 働三 越組 正合K 富山市中布39 労働組合 61. 5 9,9 6.6 78 3 1 4 18 7 25 9.20 一 9.20 4,50( 
ゆりかご保育園 1962.9 
武内プレス 富山市よ赤江1の10
」人上二 業 39.6 13.2 29.7 82.5 1 2 3 13 8 21 l, 50( 1973.6 
富国生命 富山市桜橋通り6の11
企業 122.1 一 13.86 135.96 1 3 4 8 20 28 8.00 8.00 2,50( 1972.5 
日本繊維 富山市堀川町365 企業 115.5 16.5 132 。 1 1 3 17 20 9.00 9.00 生正1939.4 
三和製作所 高岡市内島111 企業 74.25 109.73 183.98 1 1 1971.12 2 25 5 30 8 ー 8 1,00( 
鍛治産業 高岡市定塚字源野111
斗A乙 業 29.7 0.8 116.35 146.85 。 2 2 6 4 10 8.7 一 一 8.7 2,00( 1971.2 
戸出物産 高岡市戸出町1-5-20
』A二、 業 80.0 3.3 188.95 272.25 1 2 3 13 2 15 8 一 8 1,25( 1970.4 
北建日本アルミ 高岡市石瀬694 ~＂＇工， 君長 33.0 9.9 66.0 108.9 2 2 9 1 10 8 8 4,00C 材工業 1973.12 
立山アル 高岡市早川1550 企業 56.23 18.0 261. 77 336.0 工業日 1971.10 
金太郎温泉所 魚津市天神野新6,000 」Ar. 業 60 ー 70 130 1 1 2 19 19 9 9 無保育 1971.1 
朝日物産 KK 氷見市柳田 企 業 56.1 - 102.3 158.4 一 2 2 5 11 16 9 一 9 l, 50C 1979.2 
細川機業日 立山町寺田l,567 ム人巳 業 69.3 7.4 9.9 86.6 1 2 3 12 13 25 14 14 日額寺田工場 1965.11 50 
石合 資黒 会機 社業 上市町天神町 ,{!' ι 業 39.6 - 23.1 62.7 1 1 2 1 3 4 8 一 8 1,250 1968.4 
上市繊維 K.K 上市町旭町 斗人巳 業 13.2 - 19.8 33.0 。 1 1 3 4 16 16 1,25( 1969.4 
細川機業 K.K 上市町稗田 企業 239.4 一 20.9260.3 4 8 12 73 43 116 16 16 4,89( 1970.6 
砺波厚生病院 砺波市新富1-61 労働組合 30 30 2 3 12 12 8 8 5,50( 1968. 5 
前島岳雄 黒部市六天819 入－＂＇二 業 108 - 4.32 112.32 1 1 8 4 12 9 一 9 2,50( 1973.4 
大愛木田保育所 入善町青木852 ,{" ι 業 36 36 1 1 2 10 6 16 9 9 無1979. 7 
丸扇産業 入善町上野5,367 i人r. 業1969.4 30 一 30 1 1 2 4 6 8 8 2,00C 
日乃出屋産業 福光町遊部
』，、二． 業 33 一 10 43 0兼任 2 12 一 12 8 一 8 無育 児 室 1963.4 
ム口． 計 f 4労働企総業合 29 44 73 295 206 501 
富山県における社会福祉の現状と課題 -135ー



















実 施 実 施




74 27.6 24 


















































度厚｜ 定 義 I 3歳未満児の場合 I3歳以上児の場合
A 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む） 0円
B A階層を除き前年度分の市町村民税非課税世帯 。




前課年税額度分が5の，O市0町0円村未民満税でのあうるち世の帯所得割 ｜ ｜ 3,000 C2 き前年分の (1, 720) (1, 500) 
所得税非課
課前税年額度分が5の，o市∞町円村以民上税でのあうるち世の帯所得割 ｜ ｜ Cs 税世帯 3,600 (2,020〕 (1,800) 
D1 前で年あ度る分世帯の所得課税額が 3,000円未満 ｜ ｜ 4,400 〔2,450) (2,200〕
D2 前年度分の所未得満税で課あ税る額世が 3,000円以 ｜ ｜ 上30,000円帯 6,700 
Ds 前年度分の所未得満税で課あ税る額世が帯30,000円以 ｜ ｜ 上60,000円 8,550 
A階層及び
前年度分の所未得満税で課あ税る額世が帯60,000円以 そ保を12育のζ1α単額~が価円る1とた2，きすα抗こはる）0し）円、D4 B階層を除 上90,000円 12,350 
き前年分の そ保育の別価~とた7，き2だ0は0し円、
D5 




そ保育d単敏が価~ととた5す，きだUはる）0し〉円Ds 前以年土度分0の0所0円得未税満課で税あ額るが世1却，000円 0,000円上150，帯 をこえるとすきは をこえる
30,000円とる〕 25,000円とす
D7 前以上年度で分あのる所世得帯税課税額が 150,000円 保育単価 保育単価
6-15表 保育所階層別措置状況（1974年〉
c D 
階 層 IA I B I 
1 1~~1 2 IJ~I 3 I~額 11213141516 言十
~fi斗A却ト 7会~1凶凶凶必4斗｜ト3 斗会~＋.1~トト12,l幻2 斗会 人25,8731 
% 
比 率｜ 2.2 7.8 9.3 33.3 24.0 7.9 100 
しかし実際の建設費は実に2242万5千円に上り、差引1382万5千円が超過負担となった。
保育単価と言い、建設基準額と言い、国の保育に対する低措置行政は、直接住民や児童に犠性を
強いるものとなっている。大阪府の摂津市では1972年に国を相手取って、訴訟を起すに至ったこと
は余りに有名である。
国の保育行政の一大転換が不可欠であると同時に富山県における国の厚生行政追随行政の転換こ
そ、まずわれわれ地域住民の最大の関心事とならざるを得ない。
ー 138~ 富山県における社会福祉の現状と課題
第7章むすびにかえて一福祉の要求と運動について－
福祉を展望し運動を推進しようとするとき、福祉六法に示される福祉対象者に対する権利性の欠
如は、きわめて大きな壁になっている。 もちろん福祉六法の各々の条項には最低限それだけは守ら
せ、また実施させていかなくてはならないという内容を多く包含しているが、厚生行政に示される
うしろ向き姿勢を改めさせるには、さらに一層徹底して法律そのものにおける権利性の明記と行政
レベルにおけるそれの実現とを追究していく必要がある。
その最大の拠り所となり武器となるのは、やはり憲法25条であろう。その意味で、国政レベルへ向
けての運動は不可避となって来ざるを得ないのである。住民と自治体とはこの運動では共闘しなく
てはならないはずである。 この場合、運動のまず第一前提となる対象は、措置基準の大幅引き上げ
におかれるし、同時に地方自治体、とくに県単独福祉事業の大幅拡大におかれるべきであろう。国
の低措置基準行政こそ、福祉のあらゆる部面において、それこそ深刻な矛盾を惹き起している根本
原因になっているからであり、また富山県のような大企業奉仕の行財政こそ、地域住民や生活弱者
に最大の犠牲を強いているからである。
こうした低措置基準を改めさせ、 また地方自治体の本来の仕事である住民の権利を拡充させると
いう方向へ転換させるために、最低限これだけは実現させなくてはならないという福祉の諸要求課
題をわれわれの側で設定し、 これを支柱とし基盤とすることによって運動をより拡大したものにし
ていかなくてはならなし、。そうした意義と課題をもっ福祉要求の諸項目を、これまでの各章を通し
て分析した結果から抽出してみると、大略以下のようになるであろう。
第一に、生活保護に関しては、保護率を低下させないように監視し、対象者を「適正化Jという
名の下に制限させないことである。同時に保護基準の50%引上げを実現させ、物価スライド制を是
非とも導入させていくことが不可欠である。生活保護抑制政策を許しておくことは、老人・障害
者・母子の諸世帯の生活にとって矛盾をさらに一層拡大させ深化させることになる。抑制政策を一
大転換させることこそ、まず福祉諸要求の大前提となるべきであろう。
第二に、老人福祉に関してであるが、 まず医療費の全額〈保険制を前提としない〉公費負担の拡
充とその対象者拡大（県単で、70才を60才へ引下げ〉があげられる。同時に健診体制の保障と充実、
とくに老人病に対する定期健診体制を確立させる必要がある。さらには入院基準看護料引上げ、付
添料の公費負担は、深刻な現状からみて早急に解決されなければならないはずである。 こうした老
人の医療や健康問題と並んで年金の増額や就労の斡旋や保障等、県独自にも取組んでいくべきであ
ろう。また老人ホームへ「入所したくなし、」とし、う老人意識がきわめて高い現状を反省して、老後
を安心して送ることのできるホームに内容を改善させていく必要がある。さらには、ひとりぐらし
の老人等を中心にして、さらに老人電話を増設する等、 きめのこまかい配慮ある老人行政が要請さ
れる。
第三に、障害者（児〉に対しては、 まず予防的側面として障害の発生原因になるような社会的経
済的構造を転換させること、同時に低保健行政の水準を高めること等が、とくに富山県にとっては
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緊急課題のはずである。次に障害者（児〉に対する制限的な手帳交付対象を拡大させ、また障害者
〈児〉の住みやすく働きやすい街づくりを促進し、その運動には積極的に自治体が援助させるように
する必要がある。また障害者〈児〉の施設については、通園・通所の施設および収容施設を地域的に
パランスをとって新増設させる必要があるし、障害児の不就学をなくすよう強力に働きかけていく
必要がある。 さらに失明者やろうあ者の更生施設は早急に新設されなければならない。また県内に
現存する各施設を総合福祉体系の観点から相互関連性を再検討し、その欠点を補充させるために必
要不可欠な新規の施設を増設させていく必要がある。また各施設にとって切実な問題となっている
医療体制について、できるだけ地域社会と関連させて全科医療体制や救急・夜間・休日の診療体制
を整備させるよう取組みを強化しなくてはならない。 さらには、現在最も取り残されている重度者
対策や就業機会の促進には行政に一層力点をおかせるよう働きかけていくべきであろう。
第四に、母子の福祉や保健については、まず貸付制度に関して期限の延長・償還猶予・免除の条
件拡大等が必要である。 と同時に働く母親が職場において権利を保障される監視体制を確立させる
必要がある。また母子家庭の生活や子どもの発達保障をパックアップするという観点から母子寮の
拡充や長時間保育および零才児保育等を行政に責任をもって実現させるよう要求していかなくては
ならない。また母子の健康のために、全国でもきわめて低水準にある富山県の母子保健水準を高め
させていくことが緊急課題になっている。新生児や乳幼児、新産婦の死亡率は全国的にもきわめて
高水準にあり、母子の健康維持のための保健体制改善を避けて通ることができない現状に富山県は
あるからである。乳幼児医療費無料化と給付対象児の範囲拡大等、県単で積極的に推進させていく
必要があろう。
第五に、児童福祉、とくに保育問題については、まず保育所の増設、保母の増員を通じて保育率
を高めていくことは、すべての住民の共通した要望で、ある。同時に保育単価の引上げによって公費
負担を増額し、保育料引上げ、を抑制させていかなければならない。また長時間保育や零才児保育を
拡大し、これには公費負担で援助させるようにする。また無認可保育所には県の補助を大幅に実施
させるよう働きかけていく必要がある。 こうした要求課題と併せて児童の生活環境を改善させ、公
園遊園地を増設させていくべきであろう。
以上のような諸要求を設定し、運動を拡大していく必要があるが、 この場合、大切なことは各福
祉運動団体が要求に関して一致できる点で団結し、運動で統ーして、 より大きな輪を形成していか
なくてはならないということである。また福祉運動をすすめていくにあたって、さらに一層その運
動の輸を拡大し、量的にも質的にもより強力なものにしていく必要があるが、 この場合、福祉実現
のために労働組合や民主団体等との提携のあり方が問題になってくる。つまり、福祉運動における
主体は、あくまで福祉団体自身であるという点である。逆に労働組合やその他の団体が運動主体に
なり、福祉団体やその中の各個人を「引きまわす」運動になってしまっては、運動そのものが育た
ないし、運動そのものを前進させることにはならないからである。そうではなくて福祉団体自身は
労組や民主団体との団結と支援とによって、 自主的に自らの要求の貫徹へ向けて運動を発展させて
いく必、要がある。
そこで、こうした福祉要求を向けていくべき直接の対象は、やはり自治体にならざるを得ないで
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あろう。福祉に関する事務の大半が国の機関委体事務として地方自治体を通じて実施されていると
いう現状にあるからである。そこで当面の目標としては次の4つの点が想定される。
第一は、根本的な問題として、地方の自治権と自主財源を拡充するよう自治体を動かし、 自治体
とともに国に働きかけていくことである。具体的には、国の機関委缶事務を減少させ、国と地方の
財掠配分を民主化させることである。 このことは独占奉仕を強制され、かっそれに迎合するような
地方行財政のあり方を改めさせ、住民の福祉や生活・営業を重視させていく上で不可欠の課題であ
ろう。福祉に対する低措置基準を改めさせる運動とも照応する。
第二は、住民参加の行政を促進させていくことである。たとえば福祉総合施設を建設しようとす
るとき、その計画段階で福祉団体やそこへ入所しようとする人々、またそこで働こうとする福祉労
働者あるいは医師や建築家・福祉研究者等を多く参加させ、民主的討議を充分行えるよう行政に働
きかけていく必要があるO 単に役人的官僚発想による実情に合わない計画や建設内容にさせてはな
らないからであるO 県内にある各施設や現在進行しつつある総合福祉施設建設についても、その計
画や内容にはきわめて非民主的で形式的な側面が多々みうけられるのである。
第三は、自治体行政の各部局、教育や厚生・労働・環境等の各部局は、福祉行政に関して相互関
連する点がきわめて多く、部局ごとの壁やセクト主義を是非とも取除かせる必要があるO たとえば
障害児に例をとると、教育や医療は療育一貫体系が不可欠であることが多く、 さらに成長発達して
社会に出ょうとするとき雇用問題の厚い壁につきあたることが多くあり、 この点で教育と治療・訓
練そして就職問題の一貫した行政体系が要請されるのであるO 教育・医療・労働その他の総合的福
祉行政が早急に樹立される必要があり、 この点からも行政の現状に対する総点検が行われなければ
ならない。
第四は、福祉労働者の待遇改善や定員増等が緊急を要していることである。行政上層部の一部に
は、福祉は「奉仕的なもの」 「精神的なものjと言ってはばからない者がし、る。福祉労働は専ら「
使命感J強調で糊塗され、福祉対象者には「感謝の念」が強調されてきたことは、最早や客観的に
みて明らかである。腰痛を訴える施設労働者、ほとんど徹夜で頑張り通し、ついには身体をこわし
た労働者等、あとをたたない。自発的に使命感に燃えて頑張っている人々への待遇改善なくして、
老人や障害者、児童の福祉向上も望み薄である。要求運動の最大力点、のおかれるべきところであ
ろう。
ところで、福祉運動は単に以上の要求運動だけにとどまらなし、。 というのは、福祉要求の運動を
最尖兵とした住民運動を通じて、これまで各地に多くの革新自治体が生まれ、 またそうした運動基
盤の上に立ってこそ革新自治体はまさに発展してきたとし、う過去・現在の実績をみる必要がある。
国政レベルにおいては、保守党によるロッキード疑獄に象徴される構造的腐敗の政治が進行してい
るにもかかわらず、直線的にはその腐敗政治が変革されるという点にまで結びつかない一つの根拠
として、いわゆる「野党政権無能カ」論の宣伝が一定の効を奏している面も重視すべきである。 こ
の「無能力」論を返上する重要な一つの手がかりとして、地方政治における多くの革新自治体の福
祉を中心とした住民本位の民主的政治の実績を示すことがあげられよう。 自民党政権が革新自治体
の福祉政策に最大の攻げきを加えてくる所以である。 したがって福祉運動は単に請願や要求の運動
富山県における社会福祉の現状と課題 -141一
にとどまらず、いわばその運動を通じて卒新自治体を誕生させ、 さらにそれを基盤として国政の民
主化運動を高めてし、く課題を担っている点を重視すべきであろう。 このとき福祉運動は、まさしく
広汎な住民運動として、また広く国民運動としての強力な性格をもち、質的にも高められた内容を
もちはじめるであろう。それに対応して、福祉運動は要求の運動から政策立論へ、革新自治体運営
の主体へ転化して、運動そのものが質的転化を遂げていくに違いなL、(1976年11月脱稿〕。
（付記）
小論の作成にあたっては、多くの文献・統計書その他を活用させていただいたが、 ここではすべ
て断り書きは省略させていただいた。 また小論のようなものでも、できあがるまでには諸方面の方
々から有益な御教示をいただし、たし、 また直接・間接の協力をも賜わった。 したがって多くの点で
私個人の力を越えている。 とは言え、小論の中での誤ちがあるとすれば、それはすべて筆者の責任
であることは言うまでもない。紙上を借りて厚く感謝の意を表する次第である。
